
　
本
町
の
令
和
４
年
度
当
初
予
算
が
、

町
議
会
３
月
定
例
会
で
成
立
し
ま
し
た
。

今
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
、
歳
入
・

歳
出
そ
れ
ぞ
れ
69
億
６
８
７
９
万
円
と

な
り
、
前
年
度
比
で
１
億
５
６
４
８
万

円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
出
で
は
、
今
年
度
は
新
規
事
業
と

し
て
、
認
定
新
規
就
農
者
を
対
象
と
し

た
農
機
具
導
入
補
助
金
の
創
設
や
乙
女

小
学
校
の
ト
イ
レ
の
洋
式
化
、
国
指
定

文
化
財
と
な
っ
た
「
陣
ノ
内
城
跡
」
の

保
存
活
用
計
画
策
定
や
史
跡
へ
の
通
行

路
の
復
旧
な
ど
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
子
ど
も
の
医
療
費
無
償
化
の
対

象
年
齢
を
満
18
歳
ま
で
引
き
上
げ
る
た

め
の
経
費
や
安
全
・
安
心
な
通
行
を
確

保
す
る
た
め
の
町
道
の
維
持
管
理
費
を

増
額
。
さ
ら
に
、
地
域
防
災
力
の
中
核

を
担
う
消
防
団
員
の
確
保
お
よ
び
処
遇

改
善
を
目
的
に
、
団
員
報
酬
と
出
動
手

当
を
増
額
し
、
新
た
に
出
動
報
酬
を
創

設
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
寄
附
額
が
年
々
増
加
す
る
ふ

る
さ
と
甲
佐
応
援
寄
附
金
（
ふ
る
さ
と

納
税
）
に
関
す
る
経
費
や
災
害
復
旧
事

業
に
係
る
地
方
債
（
町
の
借
金
）
の
返

済
費
用
（
公
債
費
）
が
増
加
し
ま
し
た
。

一
方
で
、
今
年
度
は
震
災
か
ら
の
復
興

の
シ
ン
ボ
ル
と
し
て
整
備
を
進
め
て
き

た
総
合
運
動
公
園
の
ス
ポ
ー
ツ
施
設
整

備
が
完
了
し
、
こ
れ
に
伴
う
支
出
の
減

少
な
ど
に
よ
り
、
歳
出
総
額
が
前
年
比

１
億
５
６
４
８
万
円
の
減
額
と
な
り
ま

し
た
。

　
歳
入
で
は
、
ふ
る
さ
と
甲
佐
応
援
寄

附
金
（
ふ
る
さ
と
納
税
）
の
受
け
入
れ

額
に
つ
い
て
昨
年
度
実
績
に
基
づ
く
増

額
を
見
込
ん
で
お
り
、
町
財
政
の
主
要

な
財
源
と
な
っ
て
い
る
地
方
交
付
税
も

増
額
と
な
る
見
通
し
で
す
。
一
方
で
、

自
主
財
源
で
あ
る
町
税
が
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
の
影
響
な
ど
に
よ
り
減
収
が

見
込
ま
れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
財
源
不

足
も
生
じ
て
い
ま
す
。

　
町
で
は
、
こ
の
よ
う
な
財
政
状
況
の

中
、
前
年
度
に
引
き
続
き
必
要
経
費
の

予
算
を
確
保
し
つ
つ
、
そ
れ
以
外
の
経

常
経
費
を
徹
底
し
て
削
減
し
ま
し
た
。

そ
の
上
で
、
不
足
す
る
財
源
に
つ
い
て

は
、
財
政
調
整
基
金
を
取
り
崩
す
こ
と

で
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

▼
お
問
い
合
わ
せ
先

　
町
総
務
課

　
０
９
６-

２
３
４-

１
１
４
０

　
（
内
線
２
２
４
）

令和４年度

自主
財
源

依
存
財

源

歳入

自主
財
源

依
存
財

源

繰入金
5億1,710万円

7.4％

その他
6億3,337万円

9.1％

県支出金
4億9,455万円

7.1％

その他
2億9,747万円

4.3％

町債
5億1,800万円

7.4％

地方交付税
23億5,000万円

33.8％

国庫支出金
11億1,566万円

16％

分担金・負担金
4,433万円
0.6％

町税
9億9,832万円
14.3％

【歳入項目の説明】【歳出項目の説明】

●自主財源………………町が自主的に集めることができるお金
●依存財源………………国や県から交付されるお金や町債
●町税……………………皆さんに納めていただいた町民税や固定資

　　　　　　　　　　産税など
●繰入金…………………積み立てておいた基金を取り崩して一般会

　　　　　　　　　　計に受け入れたお金
●分担金および負担金…町が行う特定の事業によって利益を受ける

　　　　　　　　　　人から徴収されるお金
●その他（自主財源）…町の施設の使用料や証明書の発行手数料、

　　　　　　　　　　預金利子や前年度からの繰越金など
●地方交付税……………全ての市町村が一定の住民サービスを実施

　　　　　　　　　　できるように国が交付するお金
●国庫支出金……………事業を行うために国が交付するお金
●県支出金………………事業を行うために県が交付するお金
●町債……………………道路や小・中学校などの社会資本を整備す

　　　　　　　　　　るための借金
●その他（依存財源）…国から配分される地方譲与税やゴルフ場利

　　　　　　　　　　用税など

●民生費…………高齢者福祉や児童福祉、障がい者福祉といった福
　　　　　　　祉事業全般にかかる経費

●総務費…………町全体の運営に関する経費や、財産の管理にかか
　　　　　　　る経費

●公債費…………町の借金である町債を返済するための経費
●土木費…………町道、河川維持や整備にかかる経費
●衛生費…………町民の健康のための経費や、ごみ、し尿などの処

　　　　　　　理にかかる経費
●教育費…………小・中学校の義務教育にかかる経費や、公民館活

　　　　　　　動・保健体育活動などの社会教育にかかる経費
●商工費…………商工業や観光業の振興にかかる経費
●消防費…………消防組合・消防団の運営にかかる経費や、防災に

　　　　　　　かかる経費
●農林水産業費…農林業振興のための経費や、農道などの維持や整

　　　　　　　備にかかる経費
●議会費…………町議会の開催や運営にかかる経費
●その他…………災害復旧費・予備費など

令和４年度一般会計は

69億6,879万円

まちの予算

（前年度比2.2％減）

一般会計当初予算は69.68億円を
計上。子どもの医療費無償化を高
校３年生まで拡大することで、子
育て世代の負担軽減を図ります。
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■特別会計当初予算額

歳出

民生費
19億755万円
27.4％

総務費
11億6,466万円

16.7％

衛生費
5億6,659万円

8.1％

土木費
7億867万円
10.2％

公債費
11億2221万円
16.1％

教育費
4億6,112万円

6.6％

消防費
3億932万円 
4.5％

農林水産業費
2億7,396万円

3.9％

議会費
7,832万円
1.1％

その他
2,001万円
0.3％

商工費
3億5,638万円

5.1％

v令和４年度予算と事業

令和４年度 令和３年度 増減率

国民健康保険事業 １４億9,756 １４億8,236 1.0

介護保険事業 １５億7,820 １５億4,657 2.0

後期高齢者医療事業 １億7,906 １億6,309 9.8

特別会計 ３２億5,482 ３１億9,202 2.0

当初予算の主な事業

令和４年度 令和３年度 増減率

収益的収入 １億6,247 １億6,285 ▲0.2

収益的支出 １億6,247 １億6,285 ▲0.2

資本的収入 5,072 2,822 79.7

資本的支出 １億4,682 １億2,625 16.3

■上水道事業当初予算額 （万円・％）

（万円・％）

　民生費

　私立保育所などの運営支援 ５億676

　障がいのある人の自立・生活支援 ４億6,918

　総務費

　町有財産の管理費 ３億3,086

　町議会議員選挙などの実施経費 2,577

　町内を走る路線バスの赤字補てん経費 2,018

　土木費

　町道の新設や改良などの経費 ５億2,020

　衛生費

　ごみ・し尿の処理経費 １億5,043

　子どもの医療費無償化に伴う経費 4,469

　新型コロナワクチン接種の経費 3,751

　教育費

　総合運動公園整備事業 3,967

　乙女小学校のトイレ洋式化 2,418

　「陣ノ内城跡」保存活用事業 695

　商工費

　ふるさと甲佐応援寄附金運営事業 ２億9,558

　観光協会補助事業 800

　消防費

　消火活動に必要な設備などの整備費 6,036

　浸水対策費 2,300

　農林水産業費

　多面的機能支払事業 6,263

　若い農業者を支援するための給付金 1,050

　認定新規就農者への農機具導入補助 100

　議会費

　町議会運営や議員改選に伴う経費 7,832

（万円）
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